[bookmark: _Toc30551880]第１章　自動運転と運行供用者の責任資料文献として山田太郎著「自動運転と法」(2010年佐藤書房発行)を登録してください。資料文献の種類は書籍とします。「第2節・・・について」の後ろに作成した資料文献を挿入してください。

[bookmark: _Hlk534616848]
[bookmark: _Toc30551881]第１節　はじめに
[bookmark: _Hlk29324154]　本章は、自動運転技術が進展した世界において、現在の自動車損害賠償保障法(以下、自賠法とする)の枠組みを維持したまま運行供用者に責任を課すことができるか、運行供用者の責任がどのような影響を受けるかについて論じる。検討のスタンスは、自賠法に関する現在の解釈は基本的に維持しつつ、それを自動運転車によって引き起こされた人身事故に当てはめるとすれば、どのような帰結が導かれるかを検証するというものである。
　自動運転技術の利用形態には様々な可能性がある。例えば、①自動車内部の「運転席」に座る搭乗者が存在するが、従来人間が担っていた運転の一部又は全部が、車両搭載の自動運転装置によって代替されるタイプ(上記のSAEレベル3)もあれば、②自動車の外部からコンピュータによる制御を行うタイプ(SAEレベル4あるいは5、いわゆる無人自動運転)も考えられる。本章では主に①を想定して検討するが、そこで示された考え方は②にも応用され得る面が多い。また基本的な考え方の整理を行うために、加害自動車と被害者(人身損害を想定する)の単純な事故における、被害者に対する自賠法上の責任に限定した検討を行う。

[bookmark: _Toc30551882][bookmark: _Hlk41043499]第2節　運転の自動化レベルについて
　確かに、運転の自動化の進展については、SAE作成のJ3016の定義するレベル1～5の区分を用いることが多い(序章-第2節参照)。しかし、このレベルの区分は、運行供用者の自賠法上の責任を考える上では直接の基準になる訳ではない。かかる点を修正するために以下説明する。
　上記「官民ITS構想・ロードマップ2017」では、自動運転システムが全ての運転タスク[footnoteRef:1]を実施するか否かによってレベル2までとレベル3以降を区別し、それを境に「安全運転に係る監視、対応主体」が運転者からシステムへ移行すると整理されている。しかし、後述するように、自動運転にかかる民事責任を考える上での考慮要素という観点からは、レベル2からレベル3への移行によって自動的に運行供用者責任のあり方が変わるという訳ではない。運転の自動化の発展の度合いは、次の3つの異なった軸で測ることができる。 [1:  J3016において、「運転タスク」とは、「道路交通において、車両を操縦するために必要な全てのリアルタイムの運転又は戦術的な機能であり、行程のスケジューリング、行先や経路の選択などの戦略的機能を除く。」「具体的には、左右方向の動き(ハンドル)、前後方向の動き(加速、減速)、運転環境の監視、機動プラニング、被視認性の強化などを含むが、限られない」という意味で用いられている(「官民ITS構想・ロードマップ2017」6頁)。] 

　①どれだけ多くの種類の運転タスクが自動運転によってカバーされているか
　②特定の運転タスク(例えば加速、減速、停止等)について、どこまで自動運転装置に依拠できるか(運転者自らが運転タスクを実行しないことが許容されるか)
　③社会においてどれだけの自動車に自動運転装置が装備されているか(普及度合い)
これらの要素は、自動運転レベルの進展と共に顕在化するように思われるが、事案ごとにそれぞれが影響を与える程度が異なるから、理論的には独立している。故に、運行供用者の自賠法上の責任を検討する際には、上記表の概括的なレベルの区分に留まらず、①～③各要素まで考慮に入れる必要がある。
　具体的には、①は、主として自賠法上の自動車の構造上の欠陥(自賠法3条)や製造物責任法上の欠陥(製造物責任法2条2項)の判断との関係で意味を持つ。例えば、運転タスクのうちの一部について自動化が進み、自動運転装置に委ねる部分とそうでない部分とが複雑に混在すると、運転者が混乱し操作ミスを犯すことにつながるとすれば、そのような自動運転装置を有する自動車には構造上の欠陥又は機能不全があるのではないかという形で問題となる。
　②に関しては、例えば自動運転車が停止しなかったため衝突事故が発生した場合の自賠法上の責任を検討する際に、運転者がどれだけ自動運転装置に依存し、自らはブレーキを踏まないことが許されるかという形で問題となる。
　③に関しては、事故の相手方が自動車の運転がどこまで自動化されていると期待して行動すべきか(行動する事が許容されるか)という点から、過失相殺を考慮する際に問題となる可能性がある。
　このように、運行供用者の自賠法上の責任を考える上で、J3016の分類は直接基準となる訳ではない。そこで、本章では、前述の①～③の各要素に着目しつつ考察を進める。

[bookmark: _Toc30551883][bookmark: _Hlk27507333]第3節　自動運転への自賠法の適用
[bookmark: _Hlk534619229]3-(1) 概説
　自賠法3条は、「自己のために自動車を運行の用に供する者(以下、「運行供用者」とする)は、その運行によって他人の生命又は身体を害したときは、これによって生じた損害を賠償する責に任ずる。」としていることから、事故を引き起こした自動車の運転者は当然に運行供用者に該当し、賠償責任を負う。また、後述する判例理解によれば、実際に運転する者に限らず、運行支配と運行利益が帰属する主体であれば、運行供用者として賠償責任を負うとされている。
[bookmark: _Hlk534620405]かかる運行供用者が賠償責任を免れるためには、①自己及び運転車が注意を怠らなかったこと、②被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過失があったこと、③自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかったことを立証する必要がある[footnoteRef:2]。 [2:  自賠法3条但書。いわゆる免責三要件。] 

以上の自賠法3条の解釈が、自動運転技術が発展した世界において通用するか、各SAEレベルを念頭に置きつつ検討する。尚、検討方法としては、まずは自動運転と自賠法3条の文言、及びその解釈との適合性を考察し、仮に適合性が認められるならば、ケーススタディを挙げながら実際にはどのように適用され得るのか推察する。
[bookmark: _Hlk534645185]3-(2) 自動運転と自賠法上の諸概念
[bookmark: _Hlk534634462](Ⅰ)「自動車」について
[bookmark: _Hlk534620665][bookmark: _Hlk534644773]　自賠法2条1項は、「この法律で『自動車』とは、道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第2条第2項に規定する自動車(農耕作業の用に供することを目的として製作した小型特殊自動車を除く)及び同条第3項に規定する原動機付自転車をいう」と定義しており、道路運送車両法第2条2項は、「この法律で『自動車』とは、原動機により陸上を移動させることを目的として製作した用具で軌条若しくは架線を用いないもの又はこれにより牽引して陸上を移動させることを目的として製作した用具であって、次項に規定する原動機付自転車以外のものをいう」と規定する。このように道路運送車両法上の自動車ひいては自賠法上の自動車の定義には、人間である運転者が現実に操車し運行するという要素は含まれず、自動運転車(完全無人自動運転車も含む)であってもこれに該当することになる[footnoteRef:3]。 [3: ] 

[bookmark: _Hlk534621393][bookmark: _Hlk534621536][bookmark: _Hlk534621294][bookmark: _Hlk534621619][bookmark: _Hlk534622099][bookmark: _Hlk534634738]　尚、道路運送車両法に基づいて定められている「道路運送車両法の保安基準」[footnoteRef:4](以下、「保安基準」とする)には、現在のところ、運転者が操車することを当然の前提とした基準が少なからず含まれている。従って、例えば完全無人自動運転車(SAEレベル4あるいは5)は、現在の保安基準を満たさない可能性はある。しかし、保安基準が対応していないとしても、完全無人自動運転車に道路運送車両法、ひいては自賠法が適用されなくなるわけではない。保安基準が完全無人自動運転車を想定していない―人間の運転者による操車を前提としている―ということは、現在の保安基準のままではそのような自動車を運行の用に供する事ができない[footnoteRef:5]ということを意味するに過ぎず、そのような自動車が道路運送車両法上の「自動車」ではなくなることではない。なぜなら、仮に「自動車」ではなくなると解すると、完全無人自動運転車は道路運送車両法の規制を受けず、保安基準と無関係に運行の用に供することができるようになり妥当性を欠くからである。保安基準が自動運転車に対応できていないことは、自動運転車が道路上で運行の用に供されることを可能にするためこれを改正する必要があることは示していても、自動運転車に道路運送車両法、ひいては自賠法を適用するために、「自動車」の定義を改める法改正が必要であることは意味しない。 [4:  昭和26年7月28日運輸省令第67号。]  [5:  道路運送車両法40条。] 


(Ⅱ)「運行」について
[bookmark: _Hlk534635199]　自賠法上の「運行」とは、「人又は物を運送するとしないとにかかわらず、自動車を当該装置の用い方に従い用いることをいう」[footnoteRef:6]と定義されている。発進から停止に至るまで搭載された自動運転装置に頼る完全自動運転もこの定義を満たす。言うまでもなく、完全自動運転に至る前段階(一定の範囲で、特定の人間が運転に関与する＝SAEレベル4)においても、自賠法上の「運行」が存在することは疑いがない。 [6:  自賠法2条2項。] 


[bookmark: _Hlk534643807](Ⅲ)「運行供用者」について
[bookmark: _Hlk534636761]　自賠法上の責任主体である「運行供用者」とは、判例によると、運行支配と運行利益が帰属する者である[footnoteRef:7]。運行利益の帰属については、完全自動運転(SAEレベル5)の場合を含め、自動運転車についても従前と同様に理解することができよう。運行支配については、車両の運行を指示・制御すべき立場にあれば、たとえ他人が車両を運転する場合であっても認められる[footnoteRef:8]。従って、完全自動運転の場合も含め、自動運転装置を利用して走行させる者に運行支配が認められると解する。このように、例え完全自動運転の段階に至っても、運行供用者が存在しなくなることはない。それ以前の段階(SAE3,4)では、当然に運行供用者は存在する。以上より、仮に自動運転技術が発展したとしても、自賠法上の責任主体が存在しなくなる訳ではない。 [7:  最判昭和43年9月24日　判タ228号112頁より抜粋。]  [8:  最判昭和47年10月5日　民集26巻8号1367頁、最判昭和48年12月20日　民集27巻11号1611頁等。] 

　尚、自動運転システムのレベルが高度になった場合にも、運行供用者が存在しなくなることはないとしても、誰を運行供用者と考えるべきかについて、新たな解釈問題が生じることはあり得る。例えば、自動運転車内に運転者が存在しない場合、運行に関する何らかの役割を果たすことが期待される者が運行供用者となろう。具体的に述べると、SAEレベル5の段階の自動運転車に幼児だけを乗せ、目的地を入力し走行させた場合に、誰を運行供用者と考えるかといった問題が挙げられる。仮に行き先を幼児の保護者が入力したとすれば、その者が運行供用者となると考えることになろう。もっとも、保護者の意を受けて、他人が入力を代行した場合等、パターンは様々である。ただ、かかる例をそのように考えるとしても、一般論として行き先の入力者を運行供用者と考えるのは早計に思う。なぜなら、完全自動運転車に搭乗した数名の内一人が行き先を入力した場合、その者だけを運行供用者と考えるのは正当性に欠けるからだ。人数、情況含めケース毎に考えていかなければならないだろう。
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